
 
 
 
 
 
１．はじめに 

1995 年 1月17 日未明に発生した阪神・淡路大震災に

おいて、政府による参集・被害状況の把握・情報収集の

伝達といった、初動体制の遅れが生じた。それは、都市

規模や地域特性によって被害状況の変化の大小が把握し

きれなく、震災直後の対策が遅れたのではないかと思わ

れている。そのため、「的確でかつ早急な初動体制の発動

の重要性と地域特性を踏まえた地震情報の活用」という

問題が浮き彫りにされ、今までの地震防災計画の大きな

見直しが必要になった。この教訓を踏まえて、今までの

用いられてきた震度情報だけではなく、情報空白期にお

いて、積極的および迅速かつ広域な被害予想が必要だと

考え、本研究を行う事にした。 
本研究の目的はリアルタイム地震情報システムのフィ

ージビリティスタディの一環として、K-NET 強震ネット

ワーク１)の点的な計測震度情報を用いて、面的な計測震度

分布を推定する方法を検討した。 
２．推定方法の検討 
 点的な計測震度から面的な計測震度情報をリアルタイ

ムで推定を行なうために 
・時刻歴においての計測震度の推定 
・ 点的な情報から面的な情報への変換 
・ 表層地盤の増幅率の簡易的な計算方法の利用 
以上のことを検討した。 
① 速度波形から計測震度の推定 

計測震度を算出するためには地表最大速度を求める

必要があり、それは経験式（１）から求める３)。この経

験式は、地震波の周波数領域を限定すると、震度と地表

最大速度に相関関係があることを利用するものである。

このことを利用してリアルタイムにおいて加速度波形が

随時流れてくる情報に対して積分を行い最大速度を検出

する。このとき問題になってくるのはノイズの問題だが

これはいくつかのフィルタを使用して除去する。 
 
 
ただし、V：地表最大速度[kine]、I：震度[気象庁計

測震度]である。 

 

② 任意点においての計測震度の推定 
面的に計測震度を推定するために任意点を他の既知の

データから近似しなくてはならない。そのため任意点の

近似の方法として三角形線形補間法２)を用いる。三角形線

形補間法とは、三角形に囲まれた任意点（図１,２）を近

似するものであり、簡単な連立方程式を使用して解く方

法である。まず、一つの要素（三角形）の頂点を図のよ

うに反時計まわりに接点番号をi,j,kと置き、速度をui,uj,uk

とする。要素の一次式で近似するとすれば、式（２）と

表わすことができ、これを３つの要素で連立方程式にす

ると式（３）になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 このときの速度（ui,uj,uk）に代入する値を基盤におけ

る最大速度にすることが望ましい。それは表層地盤にお

ける地震の揺れは、地形又は標高によって増幅率が大き

く変化するのに対して、基盤での地震の揺れは、比較的

に安定しているためである。しかし、観測点の強震デー

タは地表の最大速度なので、基盤最大速度に直す必要が

ある。そこで、必要になるのが表層地盤の増幅率である。 
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図１ 三角形線形補間法の概念図 

図２ 三角形線形補間法適用例 
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I = 2.02 log10V + 2.4   

（２） 

（１） 

（３） 
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③ 増幅率 
 地表最大速度から基盤の最大速度を算出する方法は経

験式によって求められる。最大速度増幅率は、表層地盤

のＳ波速度と一定の相関関係にあり、さらに表層地盤の

Ｓ波速度は、表層地形や標高との一定の関係がある。こ

こでは、以下の関係式を用いる３)。 
 
 
 ただし、Vf :基盤における最大速度[kine] 、V :地表最大

速度[kine] 、W :最大速度増幅率となる。 
 表層地盤の増幅率の算出方法として、２つの方法を試

みる。まず、表層地盤及び標高を考慮した増幅率の方法、

次に、平均S 波速度から増幅率を求める方法の 2 つであ

る。 
表層地盤及び標高を考慮した増幅率の方法 
 この方法は、国土庁の地震被害想定支援マニュアル３)

を用いて増幅率を求める方法で、表層地盤の中をＳ波が

伝達する速度から基盤最大速度に対する増幅率を推定す

るものである。基盤最大速度は、表層地盤の S 波速度と

一定の関係にあり、更に表層地盤の S 波速度は、表層地

形や標高と一定の相関関係なので、以下の式で表わせる３)。 
 
 
 
 ただし、W：最大速度増幅率、Vs ：基盤におけるＳ波

速度[kine] 、H ：標高[m]（ただし、地形別の上限を超

える場合は上限の値を、下限を下回る場合は下限の値を

用いる：表１参照）、a,b ：地形分類との相関係数（表１）。 
平均S 波速度から増幅率を求める方法 
  地震動に及ぼす地震の影響と密接に関係する物理量と

して、地盤の S 波速度があり、地表からある深さまでの

平均 S 波速度が地盤の増幅度を予測するための簡便な物

理量である。このことを利用して、増幅率を算出する。

方法としては、最大速度の増幅度：ARV とし、地盤の平

均S波速度 (m/s )：AVS、標準偏差±0.15(100＜ AVS (10)
＜1500)とすると、以下の関係式になる４)。 
 
 
④データベース構築の必要性 
 広域な面的計測震度を推定するために、地形分類図（山

地、台地、扇状地など）、観測点データ（経度５)、緯度５)、

標高６)）、地盤データ（ボーリングデータ１)）などの既存 
データをデジタル化をし、地理情報システム（GIS）を用

いて重ね合わせる（図３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．おわりに 
 本報の理論は、すべて経験式から計測震度を求められ

たものである。これは、地震発生時から初動体制に入る

迅速な情報収集が必要であり、それを実行するためには

リアルタイム情報処理を行う問題点を解決しなくてはい

けない。その問題とは、時刻歴における膨大なデータ量

や通信速度、コンピュータの処理能力などのレスポンス

問題がある。したがって、できるだけ計算量を減らし、

処理量を多くする方法を考えた結果から経験式を用いた。 
 次報（その２）では、表層地盤の増幅率の簡易的な計

算方法の評価及び解析結果を報告する。 
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log10W = 1.83 - 0.66log10Vs  

log10VS = a + b log10H 

Log10ARV=1.98-0.71・log10AVS(30) 

a b 下限 上限

山地 2.64 0 - -
台地 2 0.28 10m 400m
扇状地 1.83 0.36 15m 200m
自然堤防 1.94 0.32 5m 30m
砂州 2.29 0 - -
谷底平野 2.07 0.15 10m 500m
河道 2.34 0 - -
埋立地 2.23 0 - -

地形分類
係数 標高の範囲

表１ 地形分類との相関関係及び標高の範囲 

図３ GIS によるデータベース化 

V = W Vf  （４） 
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